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研究成果の概要（和文）：　本研究の研究成果は、以下の通りである。
　第一に、欧州の鉄道事業の上下分離方式における鉄道運行部門とインフラ管理部門の組織間のインターフェイ
スを、投資・計画・時刻表設計・生産という4つに分類し、どの段階の調整に不整合が発生するのかの分析を行
った。また、EU諸国の制度再設計への示唆を得るため、わが国の大手私鉄事業者の各部門や子会社間で生じる取
引費用を削減させるメカニズムについて分析した。第二に、我が国の公営事業体が経営する水道事業とバス事業
で行われているPPPにおいて、選択された統治形態が取引費用理論の観点からどの程度整合しているかを計測
し、その不整合変数と成果指標に与える影響の分析を行った。

研究成果の概要（英文）：The findings of the research are as follows.
First, we analyzed the coordination problem at the interface between train operating company and the
 infrastructure manager in the vertical separation system of the European railway business. Here, 
the entire railway business was classified into four steps: investment, planning, timetable design, 
and production, and an analysis was conducted as to which stage of coordination causes misalignment.
 In addition, in order to obtain suggestions for redesigning of EU railway policy, we analyzed the 
mechanism to reduce the transaction cost incurred between each division and subsidiary of a large 
private railway company in Japan.
Second, we measured how well the form of governance is aligned from the perspective of transaction 
cost in the publicly owned water supply and bus companies PPP, and the effects of misalignment 
variable on performance indicators were examined.

研究分野：交通経済学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　本研究の特徴は、取引費用という点を考慮に入れて、公共セクターの民間活用におけるガバナンス方式の効率
性の評価を行っている点である。また、取引費用を考慮した上でPPPの導入を複数の効率性指標より詳細に分析
することで、民間主体の創意工夫を最大限引き出すような制度設計への提言ができる。
　本研究で焦点である取引費用の議論は、広範囲の公共セクターのPPPの議論に貢献しうるものである。現在、
公共サービスの質の向上、行政の財政負担軽減が喫緊の課題である地方自治体でも、社会資本整備や公共サービ
スのPPPは大きな期待を寄せられている。本研究は、これらの政策について具体的示唆が得られ意義があると考
えられる。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
近年、公共サービス改革の議論の中で、公共サービスへの市場原理の導入を目指す PPP
（Public-Private-Partnership）の適用範囲は、幅広い生活インフラに及んでおり、今後も民
間的経営手法による公共サービスの効率化が益々進められていくものと考えられる。しかし、
民間主体活用の拡大が望ましいかについては、懐疑的な議論も存在する。PPPについて多くの
蓄積を持つ欧州の民間委託に関する研究をみても、公共サービスの PPPは必ずしも望ましい成
果を挙げているとは言い難い。なかでもその要因として共通に指摘されているのが、委託時の
情報の非対称性や不完備契約による取引費用の存在である。PPPを行う際に、公的主体と民間
事業者の間に発生する取引費用は重要な観点であり、契約やガバナンスでこの費用を削減する
制度設計は、効率的な社会インフラの提供を考える際に重要な課題である。 
 
２．研究の目的 
本研究では PPP における取引費用とガバナンス方式に注目し、PPP 導入の効果を実証的観
点から評価を行うことで、課題を克服するための政策的含意を導くことを目的とする。対象と
するのは、近年、見直しが求められている交通を中心とする公益事業サービスにおける PPP
の方式である。具体的な取り組みとしては、PPP の契約時に各種資産の所有や管理運営の裁
量・責任の配分において発生する取引費用と公的主体のガバナンスの効果について定量的・定
性的に把握する。なかでも定量的に計測した取引費用とガバナンス要因を考慮に入れた上で効
率性と有効性（サービスの質）という二つの指標に与える影響を計量分析により検証を行う。
分析対象は、交通事業および水道事業とする。この二つの事業は産業構造や競争環境などから、
公共サービスの中でも異なる PPP方式を採っている分野である。交通事業では、サービスを民
間主体に委譲・売却する民間委譲（民営化）方式および上下分離方式を対象とし、水道事業で
はサービス生産の垂直的過程において導入される業務委託から第三者委託、さらには包括委託
という多様な委託方式に焦点を当てる。本研究ではこれまでの効率性・生産性の研究について
評価の幅を広げ、金銭的な費用効率性のみではなく、取引費用・ガバナンス要因という新たな
観点も含めた上で PPPを検証する。 
 
３．研究の方法 
 本研究の方法は、大要次の 4つの項目で構成し、この分析項目に沿って進める計画である。 
 
（1）民営化実施自治体へのヒアリング調査による取引費用とガバナンス方式の把握 
PPPの中でも営業譲渡により全面的民営化が行われているのは、同様のサービスの提供を行う
民間事業者が多数存在する公営バス事業に多いケースであるが、取引費用に起因するであろう
問題も指摘されている（大井・酒井(2010)）。そこで自治体交通局へのヒアリング調査を行い、
民間主体との契約設計時に発生する取引費用や自治体のガバナンス方式を明らかにする。これ
より自治体による地域交通サービスへの関与方法やサービス品質の維持に向けた取り組みを評
価する。 
（2）公営水道事業の PPPにおける取引費用の定量的な計測 
水道事業の PPPは多様な方式が存在するため、夫々の委託方式により発生する取引費用やガバ
ナンス方式も異なると考えられる。計測する項目に関しては、取引費用を構成する資産特殊性、
頻度、不確実性などの項目に、ガバナンス要因として、所有権、権限移譲、モニタリング、リ
スクの分担の 4 つを合わせた形式にする。計測方法としては Carter and Hodgson (2006), 
Shervani et al. (2007)などによるアンケート調査により計測する方法（Bottom up approach）
と、Merkert（2012）が用いている間接部門に関わる費用として客観的データから取引費用の
計測を行う方法（Top down approach）がある。ここでは異なる 2つのアプローチを用いて計
測を行う。 
（3）公営事業者 PPPによる取引費用およびガバナンス方式の経営効率性に与える影響の分析 
上の（2）で得られた取引費用の計測値をもとに、定量化した取引費用、制度（ガバナンス方
式）、環境（契約獲得に向けた競争の状況）を考慮に入れた形での効率性の分析を行う。方法と
しては、公益事業の生産性・効率性分析で頻繁に用いられる確率フロンティアモデルを用いて
事業者の経営効率性の計測を行う。効率性指標としては、総合生産効率性、費用効率性、技術
効率性、資源配分効率性の 4つの計測を行う。さらにここで得られた効率性値と外部委託率と
をクロスさせることで、取引費用を最小化させる委託規模・方式を導出する。 
(4) 民間委託が利用者の小売価格やサービス品質に及ぼす影響 
 公営事業における PPPの活用のパフォーマンス指標を考える際に、企業側の指標である生産
性や効率性のみならず、利用者へ提供されるサービス面に貢献するかという視点は重要である。
利用者への小売価格への影響については、自治体が行う委託方式の選択による内生性に対処す
るスィッチング回帰モデルにより利用者価格への影響を分析する Chong et. al. (2006)、
Desrieux et.al. (2013)を、サービス品質については品質をパフォーマンスの計測に明示的に取
り入れている Saal and Parker (2001) 、Saal and Parker (2006)、 Picazo-Tadeo et al. (2008)
などを参考に分析モデルを構築する。これらの分析においても委託方式ごとの取引費用を説明
変数として採用する。 



 
４．研究成果 
 本研究の研究成果は以下の通りである。 
（1） 我が国の鉄道事業における上下分離政策のコーディネーション（調整）方式に関する
研究 

 本研究は、鉄道事業を対象に、上下分離において問題となる分離された組織間のコーディネ
ーション（調整）の不整合問題と、不整合により発生する取引費用の問題に焦点を当て、3 つ
の研究を行った。 
第一に、上下一体経営を行う我が国の大手私鉄事業者を対象に、インタビュー調査を行い、
不整合を起こさず調整を円滑化する仕組みについて、以下の分析を行っている。まず、鉄道事
業者の中でも持株会社化した企業を対象に、子会社化した各事業会社（鉄道、レジャー、不動
産など）において、グループ企業として全体最適を行う仕組みとして、人事異動（ローテーシ
ョン）の制度設計とその効果について分析を行った。この分析より人事異動は、子会社間の調
整、本社と子会社間の調整の役割を担っており、子会社間、本社・子会社間で発生するコンフ
リクトを事前に減らす、もしくは発生したとしても人事異動により作られた公式・非公式の紐
帯を持つ社員間で解決に向かい、結果的に取引費用を減少させる効果があることを示している。  
第二に、上記の研究を拡張し、上下一体経営を行う JR 各社および大手私鉄事業者を対象に

van de Velde et al. (2012) が示した鉄道事業における 4つの段階からなる鉄道部門モデルにお
ける A. 投資の段階における問題（例：車両、線路、駅舎などの大規模な投資における過剰投
資、過少投資、または他部門や技術との非整合な投資など）、B. 運行計画の段階における問題
（例：待避線、スイッチ、信号の移動など①よりも小さなインフラ変更における調整・連携不
足など）、C. 時刻表作成の段階における問題（例：相互直通路線における他事業者との調整不
足、保守点検の際の調整不足、車両の技術標準やインフラとの調整不足など）、D. 運行（リア
ルタイム）の段階における問題（例：運行の乱れに伴う情報管理や再スケジューリングなどに
おける調整不足、不明確な責任分担など）に関して、どの段階に不整合の問題が発生しやすく、
その解決に向けていかなる調整活動を行っているか検証を行った（表１参照）。分析の結果、
B.運行計画の段階において、問題が発生する可能性を指摘し、この段階における上下部門の密
なコーディネーションが必要であることが明らかになった。 

 
表 1 JR西日本における調整方法 

 
第三に、これまでの我が国を対象とした研究を踏まえ、現在は、上下分離が義務化されてい
る EU諸国の上下分離政策における不整合問題の調査を行っている。ここでも van de Velde et 
al. (2012)の 4つの段階のどこで鉄道運行会社（RU）とインフラ管理会社（IM）の不整合が発
生しており、その結果としてパフォーマンス指標の悪化につながっているかの調査を行ってい
る。すでに、英国において RU3社と IM1社のインタビュー調査を終えており、そのまとめお
よび成果報告に向けた準備を行っている。 
 
（2） 公営事業体のガバナンス構造とパフォーマンスに関する研究 
公営バス事業者と水道事業のガバナンス構造を繰り入れられる各種補助金と民間事業者への
運行委託方式の効果について分析を行ってきた。ここでは第一に、トランスログ型費用関数に
よる費用構造の分析および確率フロンティア分析による費用効率性の推定を行い、その効果の
検証を行った。本研究の分析結果では、公営事業体の民間活用の効率性値に与える影響はほと
んどないか、あったとしても非常に小さいということが明らかになった。第二に、当該研究を
さらに進め、自治体が行う PPPの際に生じる取引費用をも考慮に入れた分析を行った。ここで
は金銭的な費用効率性のみではなく、Williamsonの取引費用という要因を定量化し、公益事業
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の PPP方式における契約設計とガバナンス構造の効率性への影響を検証した。取引費用を定量
化する方法はいくつか存在するが、本研究ではMerkert（2012）が用いている間接部門に関わ
る費用として客観的データから取引費用の計測を行う方法（Top down approach）を用いて、
取引費用を定量化し、これを上記の各事業体の効率性を分析する確率フロンティア関数の説明
変数として組み入れ推定を行った。本分析の結果よりバス事業および水道事業において、PPP
を活用しているか否かよりも、取引費用の大きさが効率性に与える影響の方が事業体の効率性
値に与える影響が大きいことが明らかにしている。本研究の成果は現在国内学会および国際学
会に応募し、すでに採択されている。 
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